
第６章 その他 

様式１号 

災        害        情        報 

災害の種類  災害発生日時  

災害発生場所  

発信機関  受信機関  

発 信 者  受 信 者  

受   信   時   刻 月   日   時   分 

受 

信 

事 

項 

 

処 

理 

事 
項 

 

  （注意） 

  災害状況は、次の事項に留意して報告し、又は報告を受けること。 

 １．人的被害については、その被害の概要（発生日時、場所、被害の原因・状況、消防機関等の出

動等）を記載するとともに、死者・行方不明者・重傷者・軽傷者等人的被害を受けた個人ごとに

それぞれ住所、氏名、年齢、性別を記載のこと。 

 ２．住家被害については、その被害の概要（発生日時、場所、被害の原因・状況・消防機関の出動

等）を記載するとともに、被害棟数、世帯数、人数を記載すること。  

 ３．道路の規制状況については、規制の場所、被害の原因を記載すること。 

 ４．河川、海岸、溜池の護岸堤防、ダム等その他公共施設の危険状況・防災活動状況。 

 ５．住民の避難について、自主避難・避難勧告等の別、地区名、世帯数、人員、避難場所及び避難

の原因等について記載すること。  



第６章 その他 

様式２号 

被害状況報告（速報・確定） 
                          月  日  時  分 現在 

                                                            報告者名（               ） 

 
芦北町 摘           要 

区 分 

人
的
被
害 

死      者 人   

人的被害については、住所、氏名、年齢等を

報告すること。 

行方不明者 人  

重  傷  者 人  

軽  傷  者 人  

住 
 
 
 
 
 

家 
 
 
 
 
 

被 
 
 
 
 
 

害 

全      壊 

棟  

世帯  

人  

半      壊 

棟  

世帯  

人  

床上浸水 

棟  

世帯  

人  

床下浸水 

棟  

世帯  

人  

一部破損 

棟  

世帯  

人  

非
住
家 

公共建物 棟  

そ の 他 棟  

り 災 世 帯 数 世帯  

り  災  者  数 人  

災害対策本部設置 月  日  時  分 

災害対策本部解散 月  日  時  分 

災害救助法適用 月  日  時  分 

消防職員出動延人員 人  

消防団員出動延人員 人  

市 町 村
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第６章 その他 

様式第５号 

災害応急対策に要した経費に関する報告 

１ 対策本部等に要した経費 

区  分 金  額 備       考 

旅     費 千円 １．本報告は主として本部等に要した人件費について計上する

ものであること。 

 

２．本様式の区分欄は、地方自治法施行規則(昭和 22 年内務省

第 22 号)の別記に定められている｢節｣の区分にしたがって調

整するものであること。 

時間外勤務手当  

通 信 運 搬 費  

何     々  

計  

 

２ 消防団員等の出動に要した経費 

区分 

出 動 延 人 員 数 同 左 に 要 し た 経 費 

消 防 

団 

自 衛 

隊 

そ の 

他 
計 

出 勤 手

当 
炊き出し経費 計 

 人 人 人 人 千円 千円 千円 

 

３ 機械および資材機材等の借上に要した経費 

種別  数   量 借 上 期 間 金   額 借 上 先 名 備   考 

   千円   

      

計      

 

４ 応急復旧のために使用した資材機材等の購入費 

  数  量 単  価 金  額 購 入 先 備  考 

   千円   

      

計      

 

５ そ の 他 

    区分 

品名 

見 舞 金 品 
そ の 他 計 備  考 

対 象 者 数 金  額 

  千円  千円  

      

計      

区分 

区分 
種別 



第６章 その他 

平成17年1月1日 

条例第16号 

改正 平成19年3月22日条例第10号 

平成24年9月11日条例第15号 

令和3年5月6日条例第15号 

令和6年2月29日条例第1号 

(趣旨) 

第1条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第16条第6項の規定に基づき、芦北

町防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織に関し必要な事項を定めるものと

する。 

(所掌事務) 

第2条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 芦北町地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 町長の諮問に応じて町の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、町長に意見を述べること。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

(会長及び委員) 

第3条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、町長をもって充てる。 

3 会長は、会務を総理する。 

4 会長に事故があるときは、あらかじめその指命する委員がその職務を代理する。 

5 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 指定地方行政機関の職員 

(2) 熊本県の知事の部内の職員 

(3) 熊本県警察の警察官 

(4) 町の職員 

(5) 教育長 

(6) 消防団長 

(7) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員 

(8) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者 

(9) 前各号に掲げる者のほか、公共的機関の代表者等 

6 前項の委員は、45人以内とする。 

7 委員の任期は、2年以内とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者の残任期間とす

る。 

8 前項の委員は、再任されることができる。 

(専門委員) 

第4条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 



第６章 その他 

2 専門委員は、関係地方機関の職員、熊本県の職員、町の職員、関係指定公共機関の職員、関

係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから、町長が任命する。 

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

(庶務) 

第5条 防災会議の庶務は、総務課において処理する。 

(委任) 

第6条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、会長が防災会議に

諮って定める。 

附 則 

この条例は、平成17年1月1日から施行する。 

附 則(平成19年3月22日条例第10号) 

この条例は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年9月11日条例第15号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和3年5月6日条例第15号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和6年2月29日条例第1号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



第６章 その他 

平成17年1月1日 

条例第17号 

改正 平成24年9月11日条例第16号 

(趣旨) 

第1条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第23条の2第8項の規定に基づき、芦

北町災害対策本部(以下「本部」という。)に関し必要な事項を定めるものとする。 

(組織) 

第2条 災害対策本部長(以下「本部長」という。)は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮

監督する。 

2 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

3 災害対策本部員(以下「本部員」という。)は、本部長の命を受け、本部の事務に従事する。 

(部) 

第3条 本部長は、必要と認めるときは、本部に部を置くことができる。 

2 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 

3 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 

4 部長は、部の事務を掌理する。 

(現地災害対策本部) 

第4条 本部長は、必要と認めるときは、現地災害対策本部を置くことができる。 

2 現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害対策本部員(以下「現地対策本部員等」

という。)を置く。 

3 現地対策本部員等は、災害対策副本部長及び本部員のうちから本部長が指名する者をもって

充てる。 

4 現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌理する。 

(庶務) 

第5条 災害対策本部の庶務は、総務課において処理する。 

(その他) 

第6条 この条例に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長が定

める。 

附 則 

この条例は、平成17年1月1日から施行する。 

附 則(平成24年9月11日条例第16号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 



第６章 その他 

 

平成 17 年 1 月 1 日 

条例第１９号 

 （設置） 

第１条 町の区報活動及び緊急時等の連絡を円滑にし、住民の福祉の増進に資するため、芦北町防

災行政無線通信施設を設置する。 

 （業務） 

第２条 芦北町防災行政無線通信施設による放送（以下「通信」という。）の業務は、次のとおり

とする。 

(1)  災害等の非常事態その他の緊急事項の通報及び伝達 

(2)  町の公示事項及び広報事項の伝達 

(3)  官公署、公共団体等の公示事項及び広報事項の伝達 

(4)  その他町長が必要と認める事項の伝達 

 （区域） 

第３条 通信の業務を行う区域は、芦北町全域とする。 

 （送信の位置） 

第４条 通信の業務を行うための送信所は、芦北町役場内に置く。 

 （受信機等の設置） 

第５条 通信の受信に必要な施設は、町長が指定する場所及び芦北町に住所を有する者の世帯を

単位として設置するものとする。 

 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成 17 年１月１日から施行する。 

  この条例は、平成 20 年 3 月 10 日から施行する。 
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平成 20 年 3 月 3１日 

規則第 16 号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、芦北町地域防災計画に基づく災害対策に係る事務及び行政事務を円滑に実

施するために設置する芦北町防災行政無線局（以下「無線局」という。）の管理、運用について、

電波法（昭和２５年法律第１３１号）及び関係法令に定めるもののほか必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 通報 無線通信によって送受信される文言をいう。 

（２） 同報親局 特定の２以上の受信設備に対し、同時に同一内容の通報を送信する無線局

をいう。 

（３） 同報子局 同報親局から通報を受信する受信設備をいう。 

（４）  戸別受信機 同報親局から通報を受信する屋内に設置する受信機（屋外アンテナを含

む。以下同じ。）をいう。 

（５）  遠隔制御装置  同報親局の設置場所以外の場所で操作できるよう、有線で接続する設

備をいう。 

（６）  無線従事者  無線設備の操作又はその監督を行う者であって、総務大臣の免許を受け

た者をいう。 

（無線局の名称及び設置場所） 

第３条 無線局の名称及び設置場所は、次のとおりとする。 

名称 芦北町防災行政無線局 

設置場所 芦北町役場 

（無線局の組織） 

第４条 無線局に無線管理者、無線取扱責任者及び通信取扱者を置く。 

（１）  無線管理者は、総務課長の職にあるものを充て、無線局の管理、運用の業務を総括す

るとともに、無線取扱責任者以下の無線局職員の指揮監督にあたる。 

（２） 無線取扱責任者は、無線管理者が無線従事者の資格を有する者を指名しこれに充てる。

また、無線管理者の命を受け、無線局の管理及び通信の運用に係る業務を行う。 

（３） 通信取扱者は、無線局の運用に携わる一般職員をもってこれに充て、無線取扱責任者の

管理のもとに、電波法及び関係法令を遵守し、法令に基づいた無線局の操作及び無線業務を行

う。 

（無線従事者の配置及び養成） 

第５条  無線従事者は、無線局の運用に必要な員数を配置するものとし、常に適正な配置を確保

するため、その養成に留意するものとする。 

（備付書類等の管理） 

第６条 無線管理者は、電波法施行規則第２章第７節に定める業務書類を管理保管しなければな

らない。 
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２  無線管理者は、電波法令集を常に現行のものに維持しておくものとする。 

（無線従事者の選任及び解任届） 

第７条  無線管理者は、無線従事者を選任し、又は解任したときは、電波法第５１条の規定によ

り、無線従事者選（解）任届（様式第１号）を九州総合通信局長に提出しなければならない。 

（通信の種類） 

第８条  通信の種類は、次のとおりとする。 

（１） 緊急通信  災害が発生し、又は発生のおそれのある場合、その他緊急を要する事態が

生じた場合に同報親局から行う通信をいう。 

（２） 一般通信  平常時に同報親局から行う通信をいう。 

（３） 定時通信  時報の通信 

（通信統制） 

第９条  無線管理者は、災害が発生し、又は発生のおそれがある場合は、通信を統制することが

できる。 

２  前項の場合において、無線管理者は、通信取扱者を待機させるものとする。 

（無線局の運用） 

第１０条  無線局の運用については、別に定める運用規程によるものとする。 

（無線局の保守点検） 

第１１条  無線管理者は、無線設備の正常な機能を維持するため、毎日同報親局の異常の有無を

確認（子局監視を含む。）するとともに、定期点検を実施するものとする。 

２  前項の定期点検は、年１回以上とし、無線業者に委託して行うものとする。 

（通信訓練） 

第１２条  無線管理者は、非常災害の発生に備え、定期的な通信訓練を行うものとする。 

２  訓練は、通信統制訓練及び住民への警報、通報等の伝達訓練とする。 

（戸別受信機の貸与） 

第１３条  条例第５条に基づき設置する戸別受信機は、無償で貸与する。 

２  戸別受信機の設置に係る経費は、町の負担とする。 

３  戸別受信機の貸与を受けた者（以下「被貸与者」という。）は、戸別受信機等設置受領確認書

（様式第２号）を提出しなければならない。 

４  被貸与者は、戸別受信機を譲渡し、又は転貸し、若しくは担保に供してはならない。 

５  被貸与者は、故意又は過失により戸別受信機等を破損したときは、その実費を弁償しなけれ

ばならない。 

（維持管理） 

第１４条  被貸与者は、貸与された戸別受信機の適正な維持管理に努め、異常があるときは、速

やかに町長に報告しなければならない。 

２  貸与後の戸別受信機の維持管理に必要な次の経費は、被貸与者の負担とする。 

（１） 戸別受信機の使用に伴う電気料 

  （２） 乾電池の交換に要する費用 

  （３） 建物の増改築等、被貸与者の都合による戸別受信機等の移動に要する費用 
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（戸別受信機の返還） 

第１５条  被貸与者は、転居・転出等により戸別受信機の貸与の資格を失ったときは、直ちに器

具を返還しなければならない。 

（管理台帳） 

第１６条  無線管理者は、被貸与者の氏名（法人にあってはその名称）、住所、その他必要事項を

記載した防災行政無線戸別受信機管理台帳（様式第３号）を整備しなければならない。 

（その他） 

第１７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

      附  則 

  この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 
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様式第１号(第７条関係) 

無線従事者選（解）任届 
※整理

番号 

 

 

年  月  日  

 

総務省九州総合通信局長 様  

 

届出者  郵便番号   

住 所     

(電話番号)           

氏 名               

 

無線従事者を選（解）任したので、選（解）任後の無線従事者を下記のとおり届けます。 

記 

無線局の種別等 

種 別  

名 称  

免 許 番 号  

設 置 場 所  

 

 

年  月  日現在 

 

 

 

(ふ り が な) 

氏      名 
資  格 免許証の番号 選任年月日 業  務  経  歴 
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様式第２号（第１３条関係） 

戸別受信機等設置受領確認書 

        Ｎｏ．         

設置場所   芦北町大字 

管理番号   

製造番号   

アンテナ種類 □内蔵アンテナ   □ダイポールアンテナ  □３素子八木アンテナ 

   下記事項を承知し、確かに受領した証として本書を提出します。 

   

          年    月  日 

  

                         氏  名                 

                         電話番号 

  

     芦北町長              様 

 

 

留意事項 

 １ この戸別受信機等は、町から無償で貸与されたものです。 

 ２ 戸別受信機等の使用については、十分注意し、常に正常な状態に保つよ

う心がけます。 

 ３ 次の費用については、使用者又は管理者の負担とします。 

 （１）戸別受信機の使用に伴う電気料 

 （２）電池交換に要する費用 

 （３）建物の増改築等や使用者又は管理者の都合による戸別受信機等の移動

に要する費用 

 ４ 使用者又は管理者が貸与の資格を失ったときは、直ちに戸別受信機等を

町へ返還します。 

 ５ 戸別受信機等を第三者に対して譲渡し、又は売却しません。 

 ６ 使用者又は管理者が故意又は過失により戸別受信機等を破損したとき

は、その実費を弁償します。 
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平成 20 年 3 月 3１日 

訓令第 6 号 

（趣旨） 

第１条  この訓令は、芦北町防災行政無線通信施設の管理運用に関する規則（平成２０年芦北町

規則第１６号。以下「管理運用規則」という。）第１０条の規定に基づき、防災行政無線局の適

正な運用を図るため、必要な事項を定めるものとする。 

（通信の種類及び時間） 

第２条  通信の種類及びその時間は、次のとおりとする。 

  （１）  緊急通信（サイレンの吹鳴を含む。）  随時 

  （２）  一般通信  午前６時４５分、午後６時（おくやみ情報）、午後７時３０分 

  （３）  定時通信（時報のメロディー放送）  午前８時、正午、午後５時 

（放送事項） 

第３条  放送事項は、次に掲げるとおりとする。 

（１）  地震、風水害、火災等の非常事態に関するもの。 

（２）   災害情報及び災害についての予報並びに警報に関するもの 

（３）   一般行政事務の普及、啓発又は周知に関するもの 

（４）  前３号に掲げるもののほか、電波法（昭和２５年法律第１３１号）に定める範囲内で

町長が特に認める事項に関するもの。 

（放送の依頼） 

第４条  所管する業務で、町民に周知を要するものについて、放送を行おうとする所属の長は、

防災行政無線放送依頼書（様式第１号。以下「放送依頼書」という。）により、放送日の前日ま

でに無線管理者に依頼しなければならない。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

２  無線管理者は、前項の依頼があったときは、その内容を検討し、放送の可否を決定するもの

とする。否決とした場合は、その旨を所属の長に通知する。 

（放送の制限） 

第５条  無線管理者は、災害の発生その他特に必要があると認めるときは、緊急放送以外の放送

を制限することができる。 

（通信の区分） 

第６条 同報無線の通信の範囲は、次のとおりとする。 

（１） 戸別一括通信 親局から全戸別受信機に対して行う通信 

（２） 選別通信 親局から小学校区又は複数の行政区に属する戸別受信機を選択して行う通

信 

（３） 個別通信 親局から一の区に属する戸別受信機に対する通信 

（その他） 

第７条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

      附  則 

  この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

防災行政無線放送依頼書 

課名（          課） 

決  裁（総務課） 

無線管理者 

(総務課長) 
審 議 員 課長補佐 

無線取扱責任者 

(防災交通係長) 
秘書広報係長 通信取扱者 

      

決  裁（主管課） 

課 長 審 議 員 課長補佐 係 長 係 

          

申請年月日 年    月    日（  ） 

通 信 日 年    月    日（  ）～     年    月    日（  ） 

通信の区分  

１ 戸別一括（町内全世帯） 

２ 選別通信（放送する小学校区又は複数の行政区） 

       

３ 個別通信（一つの行政区） 

      

通 信 時 間 
１  午前 6 時 45 分 

２  午後 7 時 30 分 

通 信 文 

こちらは、ぼうさいあしきたまちやくばです。 

課から                        についてのお知らせです。 
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平成 25 年 10 月 10 日 

告示第 87 号 

 （目的） 

第１条 この要綱は、芦北町消防団に積極的に協力している事業所又はその他の団体に対して、

消防団協力事業所表示証を交付し、もって地域の消防防災力の充実強化等の一層の推進を図る

ことを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

（１） 事業所等 事業所又はその他の団体をいう。 

（２） 消防団協力事業所 町長が消防団活動に協力している事業所等として認 

め、消防団協力事業所表示証を交付した事業所等（以下「協力事業所」という。） 

をいう。 

（３） 消防団協力事業所表示証 協力事業所に対して、消防団活動に協力する 

証として交付した表示証（以下「表示証」という。）をいう。 

（表示証の交付申請及び推薦） 

第３条 表示証の交付を受けようとする事業所等は、町長に芦北町消防団協力事業所認定・表示

証交付申請書（様式第１号）により申請を行うものとする。 

２ 消防団長は、表示証を交付する事業所等について町長に推薦することができる。 

この場合、町長に芦北町消防団協力事業所推薦書（様式第２号）を提出するものとする。 

（認定基準） 

第４条 協力事業所としての認定基準は、次の各号に定めるところによる。 

（１） 従業員が消防団員として、１名以上入団している事業所等 

（２） 従業員の消防団活動について積極的に配慮している事業所等 

（３） 災害時等に事業所の資機材等を消防団に提供するなど協力をしている事 

業所等 

（４） その他消防団活動に協力することにより、地域の消防防災体制の充実強 

化に寄与しているなど、町長が特に優良と認める事業所等 

 （審査及び認定） 

第５条 町長は、次の各号のいずれかに該当する場合、当該申請等に係る書類等の審査及び必要

に応じて行う現地調査等により、前条の認定基準に適合していると認めるときは、協力事業所

の認定を行うものとする。 

（１） 申請又は推薦があった場合 

（２） 町長が消防団活動に協力している事業所等であると特に認めた場合 

 （表示証の交付） 

第６条 町長は、前条に規定する審査の結果、適当と認めたときは、当該事業所等（消防関係法令

に違反している事業所は除く。）に表示証（様式第３号）を交付するものとする。 
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２ 協力事業所として認定した事業所等が他の市町村にある場合は、協議の上、他の市町村と連

名で、表示証を交付することができるものとする。 

 （表示証の表示） 

第７条 協力事業所は、表示証を事業所等の見えやすい場所に表示するものとする。 

２ 協力事業所は、パンフレット、チラシ、ポスター、看板、電磁方法（電子的方法、磁気的方法

その他の人の知覚によって認識することができない方法をいう。）により行う映像その他の広告

に表示証を表示することができる。 

３ 前項の規定により表示する表示証の様式については、様式第３号の寸法を同率に拡大し、又

は縮小することができる。 

（表示証交付整理簿の備付け） 

第８条 町長は、表示証の交付に際して、芦北町消防団協力事業所表示証交付整理簿（様式第４

号）を備え付け、表示証の交付に関する事業所の名称、住所、有効期間等の必要事項を記録する

ものとする。 

 （表示有効期間） 

第９条 表示の有効期間は、原則として、認定の日から２年又は第１０条の規定による認定の取

消しの日までとする。ただし、協力事業所が総務省消防庁消防団協力事業所表示証（以下「総務

省消防庁表示証」という。）の交付を受けた場合は、総務省消防庁表示証の交付を受けた日から

２年間とする。 

２ 表示証の表示の効力が失効した事業所等については、第７条に規定する表示を行うことがで

きない。 

３ 町長は、認定の日から２年を経過する前に協力事項の現状及び表示継続の意思を確認した上

で、認定を更新できるものとする。 

 （認定の取消し） 

第１０条 町長は、協力事業所が事業を廃止又は休止したとき、第４条に規定する基準を満たさ

ないこととなったとき、偽りその他不正な手段により表示証の認定を受けたとき、又はその他

協力事業所としての表示が適当でないと認めるときは、当該認定を取り消すことができる。こ

の場合において、町長は、相手方に対し、当該認定の取消し理由を文書で通知するものとする。 

２ 前項の規定により協力事業所の認定を取り消された事業所等は、速やかに、表示証を町長に

返還しなければならない。 

 （協力事業所の公表） 

第１１条 町長は、協力事業所の名称、芦北町消防団への協力内容、その他の事項について、広報

誌等により公表するものとする。 

 （庶務） 

第１２条 この要綱に関する庶務は、総務課において処理する。 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施について必要な事項は、町長が別に定

める。 

   附 則 

この要綱は、平成２５年１１月１日から施行する。 



第６章 その他 

様式第１号（第３条関係） 

 

芦北町消防団協力事業所認定・表示証交付申請書 

  年  月  日 

 

 芦 北 町 長  様 

 

                 所 在 地                   

                 名 称                   

                 代 表 者                印  

                 担 当 者                   

                 電 話                   

            

芦北町消防団協力事業所表示制度実施要綱第３条の規定により、下記のとおり申請します。 

記 

１ 申請区分（該当する区分にレ点を記入してください。） 

  □新 規（はじめて消防団協力事業所の表示を受ける場合） 

  □追 加（既に消防団協力事業所の表示を受けており、その有効期間内に追加して他市町村

の表示を受ける場合） 

  □再申請（消防団協力事業所の表示有効期間の満了に伴い、再度表示を希望する場合） 

 

２ 協力内容（該当する項目に○印を付してください。） 

項目

番号 
○印 取 組 内 容 

１    従業員が消防団員として、１名以上入団している事業所等 

２    従業員の消防団活動について積極的に配慮している事業所等 

３   
災害時等に事業所の資機材等を消防団に提供するなど協力をしている 

事業所等 

４   
 その他消防団活動に協力することにより、地域の消防防災体制の充実強

化に寄与している事業所等 

 



第６章 その他 

３ 従業員の消防団所属状況 

従業員名 所属消防団名 市町村名 

      

      

      

   

      

      

      

 

４ 添付資料 

 (1) 会社案内・パンフレット等 

 (2) 上記項目の協力内容が具体的に分かる書類 

 (3) 再申請の場合は、前回表示証の写し 

 (4) その他審査に必要な資料 

芦 北 町 

記 入 欄 

□ 申 請 

 

□ 推 薦 

【特記事項】 

 

 

  表示年月日     年  月  日 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６章 その他 

様式第２号（第３条関係） 

 

芦北町消防団協力事業所推薦書 

年  月  日   

 

 芦 北 町 長  様 

 

               推薦者 芦北町消防団長                   

                   氏     名              印 

            

 芦北町消防団協力事業所表示制度実施要綱第３条の規定により、下記のとおり事業所等を協力

事業所として推薦します。 

記 

推薦する事業所 

等 の 名 称 

 

推薦する事業所 

等 の 所 在 地 

 

推薦する 

 

理  由 

項目 

番号 
○印 取  組  内  容 

１  従業員が消防団員として、１名以上入団している事業所等 

２  従業員の消防団活動について積極的に配慮している事業所等 

３  
災害時等に事業所の資機材等を消防団に提供するなど協力を

している事業所等 

４ 
 その他消防団活動に協力することにより、地域の消防防災体

制の充実強化に寄与している事業所等 

上記の取

組内容を

示す具体

的な事例 

 

被推薦者

の 承 諾  

 上記推薦申請に必要な審査を受けることに承諾します。 

 

     事業所等 代表者                   印          



第６章 その他 

様式第３号（第６条関係） 

 

 

芦 北 町 

【備考】 

１ 数字の単位は、ミリメートルとする。  ３ 材質はプラスチック等、厚みは６㎜以上とする。 

２ 色は、次の表のとおりとする。 

 



 

 様
式
第
４
号
（
第
８
条
関
係
）

 

芦
北
町
消
防
団
協
力
事
業
所
表
示
証
交
付
整
理
簿

 

交
付

番
号

 
事
業
所
名

 

郵
便
番
号

 
初
回
表
示
年
月
日

 
協
力
事
項

 

( 要
綱
第
４
条
関
係

) 

※
該
当
項
に

 

主
担
当

 

市
町
村

 

表
示
連
名

 

市
町
村

 

備
考

 

※
該
当
項
に

 
所
在
地

 
現
表
示
有
効
期
限

 

担
当
・
連
絡
先

 
更
新
回
数

 

1 
 

 

 
 

 
 

□
１
 
□
２

 

□
３
 
□
４

 
 

 
□
申
請

 

□
推
薦

 
 

 

 
 

2 
 

 

 
 

 
 

□
１
 
□
２

 

□
３
 
□
４

 
 

 
□
申
請

 

□
推
薦

 
 

 

 
 

3 
 

 

 
 

 
 

□
１
 
□
２

 

□
３
 
□
４

 
 

 
□
申
請

 

□
推
薦

 
 

 

 
 

4 
 

 

 
 

 
 

□
１
 
□
２

 

□
３
 
□
４

 
 

 
□
申
請

 

□
推
薦

 
 

 

 
 

5 
 

 

 
 

 
 

□
１
 
□
２

 

□
３
 
□
４

 
 

 
□
申
請

 

□
推
薦

 
 

 

 
 

 

 


